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第 214号（2023015） 2023年 9月 28日 

みずほ銀行 産業調査部 

Mizuho Short Industry Focus 
革新的技術シリーズ1  

AI を駆使した旅行予約サービスを展開する北米新興 OTAの Hopperによる日本進出影響 

～宿泊事業者におけるサービスの付加価値向上への期待～ 

【要約】 

 インターネットや SNS の普及等による情報の民主化2を背景に、国内旅行予約のオンライン化が進行し、特に

オンライン旅行代理店（以下、OTA3）の市場シェアが拡大している。コロナ禍前において、宿泊事業者による

売上拡大の戦略は、ホテルを中心とした供給の拡大および OTA に依存した集客による客室稼働率の向上

が一般的であった。所有直営やホテル等アセットのリースによる経営が一般的である宿泊事業者は、ヒト・モ

ノ・カネといった経営資源を新規開発投資やホテルオペレーション等に集中せざるを得ず、マーケティングに

対して十分な経営資源の投下に注力することが難しかったと考えられる。そして、宿泊事業者はサービスの

付加価値を高められず、結果的に国内宿泊産業は労働生産性が低い産業となっている。 

 北米新興 OTA の Hopper はホテルや航空券の需要予測を通じて、独自の予測価格で価格を「凍結」できる

サービスを展開し、米国において価格に敏感な若年層を中心とした旅行者の支持を得て近年プレゼンスを

高めている。更に、Hopper は蓄積した顧客データをベースに AI を駆使し、旅行者に対するパーソナライズ

化した旅行提案の実現を目指している。Hopper はプラットフォーム拡大のために、今後日本を含めたグロー

バルでのサービス展開を図っていく可能性がある。 

 Hopper が日本に本格的に進出した場合、短期的にはホテルなどのサプライヤーを確保するために、同業

OTA とパートナー関係を築くだろう。中長期的には Hopper のサービスが旅行者に浸透し、一定のスケール

化を達成した場合、Hopper は既存パートナーとの関係を解消し、宿泊事業者との直接契約の締結や同業

OTA の買収に動く可能性がある。また、旅行者の Hopper 利用の増加によって、宿泊事業者は旅行者との直

接的なタッチポイント4を更に失い、直接予約率の減少による収益性の低下を招くおそれがある。 

 ポストコロナにおいて、特に外資系ホテルオペレーターの積極的な開業が目立っており、宿泊市場における

競争環境の激化が見込まれる。宿泊事業者は、デジタルを活用した顧客分析に取り組み、多角的なセグメン

テーションを行い、ターゲット顧客を明確にするべきである。そして、地域の観光資源も活かしつつサービス

の付加価値を高め、独自のポジショニングを確立することが求められる。ポジショニングの確立によるブランド

力の高まりが、OTA に依存する集客モデルからの脱却を促し、売上および利益の拡大につながるだろう。そ

して、宿泊事業者の競争力の高まりによって、日本の宿泊産業が稼げる魅力的な産業に発展することを期待

したい。 

 はじめに 

インターネットや SNS の普及等による情報の民主化を背景に、旅行者の情報収集は、

オンラインで行われることが主流となった。交通手段や旅行先でのアクティビテイ、食事

処や宿泊先などについて、それぞれ幅広い選択肢の中から自らの好みでプラン選択が

可能となり、旅行者の旅行手配はパッケージツアー（募集型企画旅行）への申込から、

                                                  
1 日本産業の競争力強化や社会課題の解決に寄与しうる技術・イノベーション領域をとり上げるレポート 
2 誰でも必要な情報に簡単にアクセスでき入手できるようになった環境を指す。 
3 Online Travel Agent の略。 
4 顧客接点を指す。 
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自由にカスタマイズ化する個人手配へ転換した。同時に、旅行予約方法の転換は旅行

代理店のビジネスモデルにおける競争力の転換を促した。情報の民主化は情報の非対

称性5の解消をもたらし、リアル店舗でのパッケージツアーの提案販売を通じてマネタイ

ズを図る伝統的旅行代理店（以下、TTA6）のビジネスモデルは弱体化した。そして、オン

ライン上で宿泊先や航空券などを個人で予約手配できる OTA のプレゼンス向上につな

がった。 

旅行予約のオンライン化の進行は日本を含めたグローバルな潮流である。グローバルの

旅行予約の市場規模は 2010 年からコロナ禍前の 2019 年にかけて 1.4 兆ドルから 2.3

兆ドルと年平均成長率（CAGR）+6.0%で拡大し、オンライン比率は 41.1%から 58.4%ま

で高まり、今やオンライン予約が一般的である（【図表 1】）。対して、日本の旅行予約の

市場規模は、11.5 兆円（2010 年）から 12.6 兆円（2019 年）へと CAGR+1.0%で微増して

いる一方で、オンライン比率は 20.1%から 40.4%と約 2 倍に高まっており、オンライン化

が急速に進行している（【図表 2】）。なお、コロナ禍の影響により、旅行需要が大きく縮小

した 2020 年から 2022 年において特にオンライン化が進行しているが、主にオフラインで

の予約が中心となる団体旅行（修学旅行や法人旅行等）の需要が喪失したことによる一

過性要因といえる。しかしながら、デジタルネイティブである Z 世代7の台頭など、中長期

的に見ればオンライン化が更に進むと考えられる。 

【図表 1】 グローバルの旅行予約市場および 

オンライン予約比率推移 

【図表 2】 日本の旅行予約市場および 

オンライン予約比率推移 

 
（出所）Euromonitor より、みずほ銀行産業調査部作成 

 

（出所）Euromonitor より、みずほ銀行産業調査部作成 

東日本大震災以降の 2012 年からコロナ禍前の 2019 年にかけて、空港容量拡大に伴う

国際線就航便数の増加や観光ビザ発給要件の緩和等による訪日外国人の旅行需要

拡大を背景に、国内宿泊市場は大きく拡大してきた（【図表 3】）。拡大する宿泊需要の

取り込みに向けた宿泊事業者の戦略は、ホテルを中心とした供給拡大、および客室の

稼働率向上による売上拡大が一般的であった（【図表 4】）。そして、宿泊事業者が効率

的に稼働率を高めるために OTA に依存した集客モデル8が主流となり、その依存率は

年々高まっている状況である（【図表 5】）。所有直営やホテル等アセットのリースを活用し

た経営が一般的である国内宿泊事業者は、ヒト・モノ・カネといった経営資源を新規開発

投資やホテルオペレーション等に集中させ、マーケティングに対する十分な経営資源の

投下に注力できなかったと推察される。そして、宿泊事業者はサービスの付加価値を高

められず、宿泊産業は他産業と比較して労働生産性の低い労働集約型産業となってい

ると考えられる（【図表 6】）。他方で、テクノロジーの発達を受け OTA の旅行者向けサー

ビスは今後一層拡大していくだろう。特に、後述する Hopper のような AI を活用した新た

なサービスの拡大は、旅行予約の在り方を更に転換する可能性を秘めている。本稿で

は、OTA のビジネスモデル、Hopper の競争優位性および本格的な日本進出による国内

                                                  
5 サービスの買い手と売り手との間に情報格差が生じていること。 
6 Traditional Travel Agent の略。 
7 1990 年代中盤以降に生まれた世代を指す。 
8 顧客接点が限られる訪日外国人旅行客等の宿泊需要の取り込みのためには、OTA 活用は宿泊事業者の効率的な集客手段の一つでもある。 
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旅行バリューチェーンへの影響を述べた上で、今後の宿泊事業者の戦略方向性につい

て考察する。 

【図表 3】 日本人、訪日外国人の宿泊需要推移 【図表 4】 ホテルタイプ別稼働率および 

国内ホテル客室数推移 

   
（出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」より、みずほ銀行産業調査部

作成 

 

（出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」および厚生労働省「衛生行

政報告例」より、みずほ銀行産業調査部作成 

【図表 5】 宿泊事業者のオンライン直販比率推移 【図表 6】 産業別の労働生産性推移 

 

（注）オンライン直販比率はオンライン販売に占める直販サイト販

売の割合 

（出所）フォーカスライト Japan「日本のオンライン旅行市場調査 

第 4 版」より、みずほ銀行産業調査部作成 

 
（注）労働生産性は従業員数 1 人あたりの付加価値額 

（出所）財務省「法人企業統計調査」より、みずほ銀行産業調査部

作成 

 

 OTA のビジネスモデルと北米新興 OTA の Hopper の台頭 

OTA のビジネスモデルは、旅行者によるウェブサイトやアプリからの旅行予約を通じて、

ホテルや航空会社といったサプライヤーから送客手数料を受領するプラットフォームビジ

ネスである（【図表 7】）。OTA は予約可能な客室、料金、航空券をグローバルベースで

確認できるコンピュータシステムである GDS9や NDC10を活用して、予約手配を行ってい

る11。一方で、ホテルなどサプライヤーの直接確保のためには営業人員による開拓が必

要である。その場合、主に人件費といった固定費増加によるキャッシュフローへの影響

が想定されるため、リソースが限られる比較的小規模な OTA は大手 OTA とパートナー

関係を築き、サプライヤーを提供してもらうケースが多い。OTA はパートナー関係の構築

や To B 向けサービス強化によるサプライヤー（供給量）の確保、および To C 向けサービ

スの差別化や大規模なプロモーションによる認知拡大を通じたアクティブユーザー（需

                                                  
9 Global Distribution System の略で世界中の航空会社、ホテル、レンタカーなどの予約・発券ができる流通の共通基盤。 
10 New Distribution Capability の略で IATA（国際航空運送協会）が推進する新流通規格。GDS に比べ取り扱える情報量が豊富な点が特徴。 
11 一部のサプライヤーに対しては、GDS や NDC を経由せず直接取引することもある。 
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要）の確保に注力し、ネットワークの外部性12を効かせながらプラットフォームを拡大させ

る戦略が一般的である（【図表 8】）。次に、国内大手 2 社およびグローバル大手である

Expedia に加え、近年台頭著しい Hopper について取り上げる。 

【図表 7】 OTA の一般的なビジネスモデル 【図表 8】 ネットワークの外部性を活かした 

プラットフォーム拡大戦略 

  

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

国内旅行のオンライン予約市場は、楽天トラベルおよびじゃらんの 2OTA がそれぞれ約

20%のシェアを誇り、両社合計シェアは 2014 年の 25.9%から 2022 年 38.5% と上昇して

いる（【図表 9】）。また、それぞれの OTA を運営する楽天グループおよびリクルートは企

業規模が比較的大きく、サプライヤーを確保するための営業人員を確保可能である。特

に、リクルートは宿泊事業者向けに Air ビジネスツールズ13やレベニューマネジメントシス

テムといった、事業者の運営効率向上に資するソリューションを提供することで宿泊事業

者とのネットワーク拡大を図り、サプライヤーを豊富に確保することを可能としている。ま

た、両社ともに一大経済圏を築いているため、ポイントプログラム等、他社 OTA とサービ

スの差別化を図りやすく、効率的にユーザー確保も実現できていると推察される。 

【図表 9】 国内オンライン予約の市場シェア推移 

 
（出所）Euromonitor より、みずほ銀行産業調査部作成 

                                                  
12 サービスの利用者（需要）が拡大するほどサービス提供者（供給）が拡大する現象、ないしはサービス提供者（供給）が拡大することでサービスの利用者

（需要）が拡大する現象。 
13 リクルートが展開する業務・経営支援サービス群。予約・受付管理、会計、決済など事業者の日々の業務を効率化するツールを幅広く提供。 
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米国を拠点とするグローバル大手 OTA である Expedia は、グローバルベースにおける積

極的な M&A によって、効率的にサプライヤー（供給）およびアクティブユーザー（需要）

を確保し、プラットフォームを拡大させている（【図表 10】）。また、Expedia は自社機能を

他社 OTA に外販することで、サプライヤーから供給される客室の効率的な販売を実現し

ている。（【図表 11】）。具体的には、Expedia は子会社の Expedia Partner Solutions を通

じて他社 OTA に対し、客室のアメニティや画像といった情報や、Expedia が有している

客室予約のプラットフォーム、代理店向けアフィリエイトプログラムなどを提供している。こ

のように、Expedia は M&A や To B による機能外販を通じたプラットフォーム拡大戦略に

よって、ネットワークの外部性を効かせながら売上および市場シェア拡大を実現してきた

といえる（【図表 12、13】）。 

【図表 10】 Expedia の M&A 実績（旅行代理店を対象） 

 
（出所）MergerMarket より、みずほ銀行産業調査部作成 

【図表 11】 Expedia による機能外販戦略 

  

（出所）Expedia Partner Solutions の HP より、みずほ銀行産業調査部作成 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

買収時期 買収企業 企業概要
2002年 Metropolitan Travel Inc 米国拠点の旅行会社
2002年 Classic Vacations 米国拠点の旅行会社
2008年 Venere Net Spa イタリア拠点のOTA
2011年 Traveldoo SAS フランス拠点のOTA
2014年 Auto Escape SA フランス拠点のレンタカー・サービス会社
2015年 Decolar.com Ltda ブラジル拠点のOTA
2015年 Orbitz Worldwide Inc. 米国拠点のOTA
2015年 Travelocity.com LP 米国拠点のOTA
2017年 Traveloka インドネシア拠点のOTA
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Template

 オールインワンの予約プラットフォームを提
供

 ExpediaグループのTo Cサイトの全ての機
能に加え、カスタマイズツールも利用可
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りプラットフォー
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【図表 12】 Expedia Group の売上推移 【図表 13】 グローバルの旅行予約市場における Expedia  

Group のシェア推移 

  

（注）2018 年からセグメント開示内容が変更 

（出所）Expedia Group の Annual Filings より、みずほ銀行産業調

査部作成 

  

（注）Booking Holdings Inc は 2017 年以前の開示データなし 

（出所）Euromonitor より、みずほ銀行産業調査部作成 

北米新興 OTA である Hopper は、AI を活用した独自の需要予測に基づき、他社 OTA

にはない差別化した旅行予約サービスを展開し近年プレゼンスを高めている。Hopper

は 2007 年にカナダのモントリオールを拠点に創業した OTA のスタートアップ企業であ

る。米 apptopia14の発表によれば、米国における 2022 年上半期の旅行系アプリのダウン

ロード数において、Hopper のアプリは Booking.com や Expedia といった大手 OTA を抜

いて、第 2 位15と公表され、ユーザーは 7,000 万人に上るといわれている。2022 年までに

Hopper は累計 6.9 億ドルの資金調達を達成し、企業価値は直近 5 年間で 7.8 億ドルか

ら 50 億ドルへと大きく成長している（【図表 14、15】）。Hopper は現在北米において高い

プレゼンスを示しているが、将来的には日本への本格進出を狙っていると公表している。

Hopper が本格的な日本進出を果たした場合、新たな旅行予約サービスの普及によって

国内旅行バリューチェーンへの影響が生じる可能性がある。 

【図表 14】 Hopper のエクイティ累計調達額推移 【図表 15】 Hopper の企業価値（推定）推移 

  
（出所）PitchBook Data,Inc.より、みずほ銀行産業調査部作成 

  

（出所）PitchBook Data,Inc.より、みずほ銀行産業調査部作成 

 

 

 

 
                                                  
14 アプリケーション・インテリジェンスのプロパイダーであり、世界中のアプリデータやアプリストアの統計情報を分析している。 
15 第 1 位は民宿予約アプリの Vrbo。 
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 Hopper の日本への本格進出による国内旅行バリューチェーンへの影響  

Hopper の主要サービスである Price Freeze は、価格を「凍結」できるサービスである。需

給バランスによる価格変動が大きいホテルや航空券等の予約に関し、過去の価格変動

のトラックレコードを基に Hopper が独自のアルゴリズムで予測した価格をもって、ユーザ

ーが最大 21 日間16価格を「凍結」することができる（【図表 16】）。サービス利用にあたり、

ユーザーはデポジット17を支払うことになるが、実際に「凍結」期間内で予約に進んだ場

合、デポジット相当額は購入費用に充当されるためユーザーの実質負担は無い。逆に、

ユーザーが「凍結」後に予約に進まなかった場合、デポジットは回収され、Hopper に収

益計上される仕組みとなっている。更に、価格「凍結」後の予約タイミングにおいて、実

際の予約価格が「凍結」価格に対して下がっている場合、ユーザーは実際の予約価格

で押さえることが可能である。一方で、価格が上昇した場合、ユーザーは当初「凍結」し

た価格で予約でき、上昇分との差額は Hopper が負担する仕組みであるため、ユーザー

には「凍結」した価格以上の負担が発生しない。 

Hopper のビジネスモデルは AI を活用した高度な価格予測のうえに成り立っており、精

度の高さが競争力の源泉となる。Hopper によると、予測精度18は 95%と公表されており、

一定の競争力を有していると認められる。また、ホテルと航空券における予約の約 4 件

に 1 件が Price Freeze で「凍結」されたものであり、ユーザーは主に価格上昇のリスク回

避や BNPL19のオプションとして利用しているといわれている。 

価格「凍結」機能は To C 向けだけでなく、To B 向けにも展開している点が特徴である。

Hopper Cloud といわれる To B 向けサービスは Price Freeze の機能をホワイトラベル化
20し、同業他社 OTA の Trip.com や agoda 等に外販21されており、Hopper によると売上

の 50%以上は To B 向けサービスから成り立っているといわれる。このように、Hopper は

通常の OTA と比較して、独自の To C 向けサービスの差別化や同業他社への To B 向

けにサービスを展開することによって、多様なマネタイズポイントを確保している点が評価

され、企業価値が向上していると推察される。 

【図表 16】 Hopper のビジネスモデル 

  

（出所）公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成 

                                                  
16 12 時間、7 日間、14 日間、21 日間など宿や航空券といった商品や凍結時期によって複数オプションあり。 
17 宿泊でみると、21 日間の凍結期間において概ね凍結価格の 28%程度。 
18 Hopper が予測する「凍結」価格が実際の予約価格を下回らず、Hopper による負担が発生しない確率。 
19 Buy Now Pay Later の略で後払い決済の意味。 
20 他社が開発、製造した商品やサービスを自社の製品やサービスとして展開すること。 
21 2022 年に試験的に実証した Trip.com との契約は解消済み。 
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米 Forbes によると、Hopper の 2021 年売上は 1.5 億ドル、旅行取扱額は 11 億ドルと公

表されている。収支構造は非開示であるが、売上の 40%が Price Freeze などいわゆる

Fintech 収益といわれている。また、マーケティングに年間約 1 億ドル投下しているともい

われ、マーケティングコスト比率は 66.7%と売上の大半をマーケティングに費やしている
22。このことから、価格予測の精度は 95%と一定の競争力を有しているものの、Hopper は

マーケティングコストを吸収できるほどの売上規模には至っていない状況と推察できる。

今後は既存の北米エリアでのプレゼンスを高めつつ、グローバルベースで新規市場開

拓を図り、プラットフォームの規模拡大による収益性向上を狙っていくだろう。 

現時点において、Hopper のサービスは日本でも利用可能である。アプリに現状掲載され

ている宿泊施設をランダムにピックアップし、凍結価格を直接予約および楽天トラベルで

の提示価格と比較すると、直接予約価格に対しては勝率23 40%と価格優位性は劣後し

ている。一方で、楽天トラベルに対しては勝率 70%と、国内大手 OTA に対して一定の価

格優位性を有していることが認められる（【図表 17】）。 

Hopper のサービスは楽天トラベルと比較して、宿泊プランが限定的であることや、掲載

物件の情報量が乏しく、アプリ上の一部表記が英語といった UI24の課題がある。また、日

本におけるプロモーションが実施されてないことから、Hopper の認知は国内に広がって

いない状況といえる。今後 Hopper のサービス品質が向上し、国内に認知が広がった場

合、米国同様、特に価格に敏感な若者等の旅行者の支持を受け、ユーザー数の拡大

が見込まれよう。 

また、Hopper は将来的に Price Freeze による価格優位性の追求だけでなく、蓄積した顧

客データを基に AI を活用し、パーソナライズ化した旅行提案サービスの提供を目指して

いる。従来における OTA の利用においては、旅行者自身が情報を取捨選択し旅行プラ

ンを決定することが前提であった。しかし、Hopper による AI を駆使した能動的な旅行提

案が実現した場合、旅行者は情報収集する時間的コスト負担を軽減できるとともに、

Hopper の提案する旅行プランから予約するといった、新しい旅行予約の在り方が生まれ

る可能性がある。そして、Hopper は旅行者の情報収集に欠かせないツールとなり、最適

な旅行プランを求める Hopper の利用者が一層拡大する可能性も考えられる。  

                                                  
22 Expedia Group の 2010 年から 2019 年における selling and marketing の売上比率は 47.6%。Hopper のマーケティングコストの売上比率は Expedia 

Group と比較して 20%Pt 高い。 
23 Hopper の凍結価格の方が比較対象の提示価格よりも低い確率。 
24 User Interface の略。 
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【図表 17】 Hopper の価格凍結とホテルの直接予約および楽天トラベルの価格比較 

 
（出所）公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成 

Hopper が本格的に日本進出を目指す際にネックとなるのが、ホテルなどのサプライヤー

の確保であろう。スタートアップ企業である Hopper はサプライヤーと直接交渉する営業

人員が限られていることから、サプライヤー確保のためには既に直接確保できている楽

天トラベルやじゃらんといった大手 OTA や JTB 等の TTA から調達せざるを得ないだろ

う。サプライヤーを提供する OTA や TTA は、新たな販路獲得で Hopper と win-win の関

係を築ける観点から、短期的には Hopper とはパートナー関係となり得る。一方で、中長

期的にみれば、ユーザー数の拡大や To B への機能外販の拡大を通じた Hopper のス

ケール化による交渉力の高まりによって、競争環境の変化が生じる可能性がある。将来

的に、Hopper はサプライヤーを提供していた OTA 等とのパートナー関係を解消し、自ら

がサプライヤーと直接契約を締結することや、アクティブユーザーの効率的な確保を目

的とした他社 OTA の M&A に動くことも考えられる。 

価格凍結サービスをはじめ、予約の最適価格や予約タイミングの通知、パーソナライズ

化した旅行提案は旅行者の Hopper 利用率増加を促し、宿泊事業者の直接予約率低

下に直結する。その結果、旅行の嗜好や旅行実績といった顧客データが Hopper に蓄

積され、宿泊事業者は旅行者との直接的なタッチポイントを更に失う。そして、宿泊事業

者はデジタルマーケティングの限界に陥り、集客における Hopper をはじめとした OTA へ

の依存度が一層高まる可能性がある（【図表 18】）。 

OTA への依存度の更なる高まりは宿泊事業者の収益性低下を招くおそれがある。財務

省「法人企業統計調査」によれば、コロナ禍前の 2015 年度から 2018 年度における宿泊

事業者の平均営業利益率25は 5.8%である。OTA による予約率増加による収益性低下

（支払手数料増加による収益インパクト）影響の算出26において、OTA 予約率が現状か

ら 5%27増加し、テイクレート28を 2022 年度の Expedia Group や Booking Holding の実績

                                                  
25 宿泊業における全規模の事業者を対象。 
26 宿泊事業者のコスト構造が変わらず、直接予約の一部が OTA 経由の予約に流れた前提。 
27 2013 年から 2017 年にかけてオンライン直販比率は 5%減少している。 
28 宿泊事業者等サプライヤーが客室販売において旅行代理店へ支払う手数料率。 

2023年10月28日～29日における1泊あたり料金(2023年7月31日調べ） （単位：円）

No ホテル 客室タイプ Hopper凍結価格 直接予約 vs 直接予約 楽天トラベル vs 楽天トラベル

1 Aman　Tokyo デラックスキング 551,750 450,000 負け ― ―

2 星野や東京 桜和室 246,721 140,250 負け 164,148 負け

3 パレスホテル東京 デラックスキング 178,107 179,630 勝ち 179,630 勝ち

4 シャングリラ東京 デラックスツイン 136,103 132,200 負け ― ―

5 Hyatt Centric銀座 キング 117,098 104,400 負け 146,740 勝ち

6 Aloft Tokyo Ginza Aloft Suite king 114,069 107,350 負け ― ―

7 アスコット丸の内東京 スタジオ 63,444 105,000 勝ち 118,272 勝ち

8 ヒルトン東京ベイ ヒルトンルームオーシャン（キング） 62,234 59,780 負け ― ―

9 コートヤードバイマリオット東京ステーション クリエイターズダブルルーム 48,962 43,760 負け 52,430 勝ち

10 京王プラザホテル スタンダードダブル（喫煙） 48,235 48,600 勝ち 52,600 勝ち

11 オリエンタルホテル東京ベイ カジュアルダブル 44,418 60,000 勝ち 51,800 勝ち

12 THE GATE HOTEL 東京by HULIC エッセンシャルダブル（禁煙） 43,514 52,030 勝ち ― ―

13 ホテルメトロポリタン東京池袋 スーペリアツイン（禁煙） 42,589 40,000 負け ― ―

14 ソラリア西鉄ホテル銀座 ダブル（禁煙） 41,397 35,000 負け 29,500 負け

15 東急ステイ銀座 スーペリアツイン（禁煙） 40,707 39,330 負け 41,400 勝ち

16 JR九州ブロッサム新宿 スタンダードダブル 35,140 45,900 勝ち 40,280 勝ち

17 ロイヤルパークホテル スタンダードツイン 34,412 44,400 勝ち 47,400 勝ち

18 芝パークホテル スタンダードダブルツイン 32,414 26,728 負け 30,600 負け

19 新宿プリンスホテル スタンダードダブル 30,593 32,726 勝ち 42,350 勝ち

20 三井ガーデンホテル京橋 モデレートダブル（禁煙） 30,300 29,507 負け 32,700 勝ち

21 浅草ビューホテル スタンダードツイン 26,396 47,189 勝ち ― ―

22 くれたけインプレミアム浜松町 デラックスツイン 25,986 11,550 負け 11,733 負け

23 名鉄イン浜松町 モデレートダブル（禁煙） 25,131 18,200 負け 16,340 負け

24 三井ガーデンホテル大手町 モデレートダブル 24,274 28,020 勝ち 29,500 勝ち

25 ホテルモントレ銀座 セミダブル 22,310 23,013 勝ち 25,000 勝ち

26 リッチモンドホテル東京芝 シングル（喫煙） 21,987 12,700 負け 18,300 負け

27 アパホテル新宿歌舞伎町タワー ダブル（禁煙） 21,685 20,200 負け 24,300 勝ち

28 レム日比谷 セミダブル 18,019 18,050 勝ち 19,000 勝ち

29 東横イン日本橋人形町 ツイン（喫煙） 14,622 10,165 負け 11,445 負け

30 京急EXイン東京日本橋 セミダブルA 13,822 13,110 負け 14,800 勝ち

勝率40% 勝率70%
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から算出した 13%29と仮定した場合、営業利益に与えるインパクトは▲11.2%となる（【図

表 19】）。産業として労働生産性が低いゆえに、OTA への送客依存度の高まりによる収

益性低下のインパクトは相応に大きいといえる。 

【図表 18】 Hopper による AI を駆使したプラットフォーム拡大戦略 

 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

【図表 19】 OTA 予約比率が増加した場合の営業利益のマイナス影響の感応度分析 

 

（出所）財務省「法人企業統計調査」より、みずほ銀行産業調査部作成 

 

 チェーン拡大による規模を追及する宿泊事業者の戦略方向性  

国内における宿泊市場は小規模事業者が乱立している構造であり、宿泊事業者によっ

て経営方針は大きく異なるだろう。例えば、地方の旅館等で独自のサービスが確立され

ており、数十室といった限られた客室を運営する事業者であれば、そもそも集客におけ

る OTA 依存率は相対的に低いと推察されるため Hopper をはじめ OTA の脅威は限定

的であるといえる。一方で、サービスを含めマニュアル化したオペレーションをもって全国

へチェーン展開を図り、OTA に集客を依存して客室稼働率を高めるビジネスモデルで

展開してきた事業者は、Hopper の AI を駆使した旅行予約サービスを享受する旅行者

                                                  
29 2022 年度における Expedia および Booking.com のテイクレート（全体売上を旅行取扱額で除して算出）の平均値。 
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（デジタルマーケティングの
限界）

送客依存の高まり

GDSプロバイダーから過去の価
格変動データ購入

過去の旅行実績や蓄積データを
ベースとしたトレンド分析

1 独自のアルゴリズムによ
る需要予測

 最適な価格・予約タイミング

 パーソナライズ化した旅行提
案

最適な旅行提案

掲載宿の価格変動データ収集
旅行者のHopper利用増加

【需要増加】

アプリのプッシュ機能を通じて、
顧客の嗜好などのデータ収集

 Price Freeze

 キャンセル補償

Fintech Service

2

掲載宿数、客室数の増加
【供給増加】

5

OTAテイクレート

O
T

A

予
約
率
増
加

#### 10% 11% 12% 13% 14% 15%

1% ▲1.7% ▲1.9% ▲2.1% ▲2.2% ▲2.4% ▲2.6%

2% ▲3.4% ▲3.8% ▲4.1% ▲4.5% ▲4.8% ▲5.2%

3% ▲5.2% ▲5.7% ▲6.2% ▲6.7% ▲7.2% ▲7.8%

4% ▲6.9% ▲7.6% ▲8.3% ▲9.0% ▲9.7% ▲10.3%

5% ▲8.6% ▲9.5% ▲10.3% ▲11.2% ▲12.1% ▲12.9%

6% ▲10.3% ▲11.4% ▲12.4% ▲13.4% ▲14.5% ▲15.5%

7% ▲12.1% ▲13.3% ▲14.5% ▲15.7% ▲16.9% ▲18.1%

8% ▲13.8% ▲15.2% ▲16.6% ▲17.9% ▲19.3% ▲20.7%

9% ▲15.5% ▲17.1% ▲18.6% ▲20.2% ▲21.7% ▲23.3%

10% ▲17.2% ▲19.0% ▲20.7% ▲22.4% ▲24.1% ▲25.9%

チェーン拡大を図

る宿泊事業者は

付加価値を高め、

売上・利益を向

上させる経営へ

の転換が必要 
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の増加による直接予約率の低下がリスクとなり、収益性の観点からみて持続的な競争優

位の維持に影響が出る可能性が高まるであろう。特にコロナ禍を契機とした人手不足や

インフレによる各種コスト高が深刻な経営課題となっている現状からみれば、宿泊事業

者のコスト削減には限界がある。そのため、宿泊事業者はサービスの付加価値を高める

マーケティングに注力し、OTA への過度な集客依存の脱却を図り、売上および利益を拡

大させる戦略が求められよう。 

サービスの付加価値を高めるためには、まずは既存顧客の分析が出発点と考える。顧

客の属性や宿泊動機など多角的な視点からセグメンテーションを行い、ターゲット顧客

の特定を行う。そして、ターゲット顧客に合わせたサービスの差別化を図り、自社独自の

ポジショニングを確立させることが求められる。サービスの差別化においては宿泊サービ

スだけにとどまらず、その土地ならではの食、文化、歴史、芸能など地域の魅力を演出

することも要素となろう。具体的な戦略として、外食、交通、芸能等における地場の事業

者やアクティビティプラットフォーマーとの事業およびマーケティングの連携も考えられる。

また、サービスの差別化に加え、プライシング、販売チャネル、プロモーションといったマ

ーケティング全体の整合性を見直していく必要性もあろう。特にプライシングについては、

宿泊事業者は支配人の勘と経験だけに依存せずに、データ分析の専門人材の登用や

レベニューマネジメントシステムを活用するべきである。競合他社や市場の価格トレンド

を科学的に分析することは、ADR30を宿泊需要に応じてコントロールし、売上を極大化す

る観点から重要であろう。このようなマーケティング全体の整合性の見直しは、顧客への

価値（サービス）の訴求力を高め、宿泊事業者のブランド力の強化につながる。そして、

ブランド力の強化は直接予約の増加を促し、宿泊事業者は売上および収益の拡大を実

現できる。 

星野リゾートは各施設単位での取り組みを分析した上で、「スモールマスマーケティング

施策31」として、全社的なマーケティング戦略に昇華し、サービスの差別化を図っている

（【図表 20】）。加えて、コロナ禍においてマイクロツーリズム32という新しい旅行形態を提

唱し、限られた宿泊需要の取り込みに注力してきた。星野リゾートによれば、宿泊予約の

50%超が自社サイトからの直接予約であることから、星野リゾートは独自のマーケティン

グが奏功し、サービスの付加価値を顧客へ直接的に訴求しブランドを確立できていると

推察される。星野リゾート・リート投資法人33に組み込まれているリゾート施設「界」（以下、

界）の稼働率と、日本最大のホテル特化型リートであるジャパン・ホテル・リート投資法人

に組み込まれているシティホテル34の稼働率を、国内宿泊需要との関係性とともに比較

してみると、コロナ禍で旅行需要が大きく縮小した時期においても、界は限られた旅行需

要を取り込むことで相対的に安定した稼働率を確保できていることが認められる35（【図

表 21、22】）。また、稼働率を一定水準維持できているゆえに、界は国内宿泊需要に比

較的左右されず ADR をコントロールできていると考えられる（【図表 23、24】）。星野リゾ

ートは差別化したサービスや ADR のコントロールによって一定の宿泊需要の取り込みを

実現し、RevPAR36ベースでコロナ禍前を超える時期もあるほど、相対的にホテル売上を

確保できていると考えられる【図表 25】）。  

                                                  
30 Average Daily Rate の略で平均客室単価を指す。 
31 一定程度大きな市場のあるセグメントを集中的にターゲットとする戦略。 
32 自宅から 1～2 時間程度の移動圏内の近距離旅行形態。 
33 星野リゾートをスポンサーとするホテル特化型リート。 
34 リート組み入れ物件のうち客室単価が月単位で概ね 1 万円を超えている物件をシティホテルと定義して分析。 
35 星野リゾートが非上場につき開示情報が限定的のため、星野リゾートが運営する物件を組み入れているリートの開示情報を通じて分析。 
36 Revenue Per Available Room の略。販売可能な客室 1 室あたりの収益を示す。 
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【図表 20】 星野リゾートのセグメンテーションおよび提供価値 

 

（出所）星野リゾート公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成 

【図表 21】 星野リゾート・リート（界）の稼働率 

（2019 年 1 月～2023 年 4 月） 

【図表 22】 ジャパン・ホテル・リート（シティタイプ）の稼働

率（2019 年 1 月～2023 年 4 月） 

 
（出所）星野リゾート・リート投資法人公表資料、観光庁「宿泊旅行

統計調査」より、みずほ銀行産業調査部作成 

 
（出所）ジャパン・ホテル・リート投資法人公表資料、観光庁「宿泊

旅行統計調査」より、みずほ銀行産業調査部作成 

【図表 23】 星野リゾート・リート（界）の ADR 

（2019 年 1 月～2023 年 4 月） 

【図表 24】 ジャパン・ホテル・リート（シティタイプ）の ADR 

（2019 年 1 月～2023 年 4 月） 

 
（出所）星野リゾート・リート投資法人公表資料、観光庁「宿

泊旅行統計調査」より、みずほ銀行産業調査部作成 

 
（出所）ジャパン・ホテル・リート投資法人公表資料、観光庁「宿泊

旅行統計調査」より、みずほ銀行産業調査部作成 

ペット同伴旅行市場
ペット同伴で旅行したいニーズ
（コロナでペット購入した世帯の増加）

愛犬と宿泊できる施設を拡大
（現在9施設を導入し、今後46施設へ拡大方針）

シニアマーケット 旅行参加率が低下した高齢者
70歳以上限定で「界の定期券」販売
（全国18施設から年間12泊利用できるサブスク／1泊あたり最大
60%off）

ターゲットの属性・ニーズ 具体的な提供価値（サービス）
スモールマスセグメント
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20代をターゲットとした「BEB」ブランド展開（軽井沢、土浦、沖縄）
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北海道民 北海道民による道内旅行ニーズ
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【図表 25】 星野リゾート・リート（界）とジャパン・ホテル・リート（シティタイプ）の RevPAR および 

国内宿泊需要（延べ宿泊者数）推移（2019 年同月=100） 

 
（出所）星野リゾート・リート投資法人公表資料、ジャパン・ホテル・リート投資法人公表資料、観光庁「宿泊旅行統計調査」より、 

みずほ銀行産業調査部作成 

 

 おわりに 

ポストコロナにおける国内宿泊市場は、若年層を中心とした人口減少や、コロナ禍にお

ける Web 会議浸透による出張減少を背景に日本人の需要縮小が避けられないだろう。

一方で、ASEAN を中心とした経済成長を背景に、将来的に訪日外国人旅行者数はコ

ロナ禍前以上に拡大すると見込まれる。世界国際フォーラムが発表した 2021 年版観光

魅力度ランキングでは日本は初の 1 位を獲得した。海外からの人気を高めている日本の

観光マーケットに注目し、米 Marriott 等メガホテルオペレーターの積極開業をはじめ、タ

イ Central やシンガポール Capella といったアジアのラグジュアリーホテルオペレーターに

よる日本初進出の計画も発表されている（【図表 26】）。多様なサービスを展開するホテ

ルオペレーターの進出によってサービスの差別化がより一層難しくなることから、宿泊事

業者の競争環境はこれまで以上に激化することが想定されよう。  
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【図表 26】 主な外資系オペレーターの 2023 年以降の開業計画（一部開業済み） 

 

（出所）各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成 

Hopper が日本において AI を駆使したサービス拡大を図り、プロモーションの強化によっ

て認知度を高めるなど、本格的に日本進出を進めた場合、価格下落補償やパーソナラ

イズ化した旅行提案を求めて Hopper を利用する旅行者数が拡大すると推察される。そ

して、宿泊予約における直接予約率は一層低下し、更なる労働生産性低下が懸念され

る。サービスの差別化を図らず、OTA へ集客を依存した経営は収益性維持の観点から

限界があることを宿泊事業者は自覚しなければならない。ポストコロナの厳しい競争環境

への変化を奇貨として、宿泊事業者がサービスの付加価値向上を軸としたマーケティン

グ全体の見直しによって競争力を高めるとともに、宿泊産業が労働生産性を高め、稼げ

る魅力的な産業に転換していくことを期待したい。 

 

みずほ銀行産業調査部 

次世代インフラ・サービス室 社会インフラチーム 小川 翔 

kakeru.ogawa@mizuho-bk.co.jp  

東京都

2023

ブルガリホテル東京 M 98室
ベルスター東京 P 97室
東京エディション銀座 M 86室
ホテル虎ノ門ヒルズ H 205室
ジャヌ東京 Am 120室
ホテルインディゴ東京渋谷 I 272室
メルキュール羽田 A 363室
メルキュール東京日比谷 A 178室

2025

JWマリオット・ホテル東京 M 200室
キャプション by Hyatt兜町東京 Hy 167室
フェアモント東京 A 219室

2026
ウォルドーフアストリア東京日本
橋

H 197室

2028 ドーチェスター・コレクション D 110神奈川県
2023 ヒルトン横浜 H 339室
2028 バンヤンツリー芦ノ湖箱根 B N/A

愛知県
2026 コンラッド名古屋 H 166室

沖縄県
2023 ヒルトン沖縄宮古島リゾート H 329室

兵庫県

2023

フェアフィールド･バイ･マリオッ
ト･兵庫但馬やぶ

M 88室

フェアフィールド･バイ･マリオッ
ト･兵庫淡路島東浦

M 87室

鹿児島県

2023

シェラトン鹿児島 M 228室
フェアフィールド･バイ･マリオッ
ト･鹿児島たるみず桜島

M 95室

熊本県

2023
フェアフィールド･バイ･マリ
オット･熊本阿蘇

M 93室

佐賀県

2023
フェアフィールド･バイ･マリオッ
ト･佐賀嬉野温泉

M 84室

長崎県

2024

長崎マリオットホテル M 200室
ホテルインディゴ長崎グラバー
ストリート

I 70室

北海道

2025
インターコンチネンタル札幌 I 149室
カッシーア・ヒラフニセコ B 50室

2026
ハイアットセントリック札幌 H 216室
シックスセンシズニセコ I 76室

M 米 Marriott

I 米 IHG

H 米 Hilton

Hy 米 Hyatt

A 仏 Accor

F カナダ Four Seasons

D 英 Dorchester Collection

Am シンガポール Aman

B タイ Banyan Tree

Du タイ Dusit Thani

Ce タイ Central

S 香港 Shangri-la

Ma 香港 Mandarin

R 香港 Rosewood Hotels & Resorts

C
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

Capella

P Pan Pacific Hotels

香川県
2025 マンダリン高松 Ma 100室

福岡県

2023

ザ・リッツ・カールトン福岡 M 167室
フェアフィールド･バイ･マリオッ
ト･福岡うきは

M 51室

大阪府

2023
voco大阪セントラル I 191室
センタラグランドホテル大阪 Ce 515室

2024

キャノピー大阪 H 308室
フォーシーズンズ 大阪堂島 F 178室
ダブルツリー大阪城 H 377室
パティーナ大阪 C 220室
ウォルドーフ・アストリア大阪 H 202室

福井県

2024
コートヤード・バイ・マリオット福
井

M 252室

【外資系オペレーター一覧】

京都府

2023

ASAI京都四条 Du 114室
ダブルツリーbyヒルトン京都東
山

H 158室

デュシタニ京都 Du 147室

2024

バンヤンツリー 京都東山 B 52室
シックスセンシズ京都 I 81室
リージェント京都 I 86室
ヒルトン京都 H 300室

2025

シャングリ・ラ ホテル京都二条
城計画（仮称）

S 77室

カペラ京都 C 92室
京都相国寺門前町計画（仮称、
ローズウッドホテルグループ）

R 135室

富山県
2023 ダブルツリーbyヒルトン富山 H 201室

宿泊事業者にお

けるサービスの

付加価値が高ま

り、稼げる宿泊産

業へ転換するこ

とを期待 
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